
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R3年度：

○R2年度：
主な財源 実施方法

R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

- ○R3年度：　令和元年度で終了。後継事業無し。

予算事業名

主な財源 ○R2年度：　令和元年度で終了。後継事業無し。

県単等 補助 14,758 15,910 21,141 20,792 - -

２　取組の状況（Do）

予算事業名 文化芸術創造発信力強化支援事業

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県、民間

 担当部課【連絡先】 文化観光スポーツ部文化振興課 【098-866-2768】

　県民に芸術鑑賞機会を提供するとともに、県内アーティストの自立支援を図る
ため、県内オーケストラによるクラシックコンサート開催を支援する。

H29 H30 R元 R2 R3

３か所
公演箇所数

主な取組 文化芸術創造発信力強化支援事業

対応する
主な課題

③子どもたちをはじめ多くの県民が、国内外の優れた文化技術を鑑賞できる機会が十分ではないため、文化創造活動の尊さや芸術の感動を体感でき
る環境づくりが課題である。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 1-(4)-イ 文化の担い手の育成
施 策 ②　創造的芸術文化の発展を担う人材の育成

施策の小項目名 ○文化芸術の鑑賞機会・公演機会の充実

県民へのクラシック音楽鑑賞機会の提供



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和2年度の取組改善案 反映状況

・本事業は令和元年度で終了するが、他事業において離島地域でのクラシック公
演が可能になるよう募集要綱等の改正を行った。

・当該事業が周知されてきたことから、多くの団体から申請があった。

令和元年度で終了。後継事業無し。

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 県民へのクラシック音楽鑑賞機会の提供 R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
令和元年度で終了。後継事業無し。

３か所 ４か所 ４か所 ８か所 0 0 0.0%

0 未着手

H29年度 H30年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・本事業は令和元年度で終了するが、他事業において離島地域でのクラシック公演が可能になるよう募集要綱等の改正を行った。

○内部要因 ○外部環境の変化

・当該事業は、平成28年度実施「県単補助金に関する基礎調査」により令和元年
度で終了となる。

・採択団体の一つが、人数編成を工夫し少人数で多くの離島を巡ったことで、開
催回数を増やすことができた。

・県内オーケストラ団体が経験を積み、自ら公演を開催できるようになってきた
ことで、公演の機会が増えてきた。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・依然として離島地域では都市部と比較してクラシック音楽に触れる機会が少ない。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 沖縄県芸術文化祭事業費

対応する
主な課題

③子どもたちをはじめ多くの県民が、国内外の優れた文化技術を鑑賞できる機会が十分ではないため、文化創造活動の尊さや芸術の感動を体感でき
る環境づくりが課題である。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 1-(4)-イ 文化の担い手の育成
施 策 ②　創造的芸術文化の発展を担う人材の育成

施策の小項目名 ○文化芸術の鑑賞機会・公演機会の充実

実施主体 県、文化振興会

 担当部課【連絡先】 文化観光スポーツ部文化振興課 【098-866-2768】

　沖縄の芸術文化の発展及び発展を担う人材を育成するため、作品を募集し、審
査のうえ直接文化芸術に触れる機会を創出する。

H29 H30 R元 R2 R3

２　取組の状況（Do）

予算事業名 沖縄県芸術文化祭事業費

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

県単等 ○R3年度：　新型コロナウィルス感染症について極力対
策を講じた上で、文化祭本展を県立博物館・美術館に
て、移動展覧会を本島北部で開催する予定。

予算事業名

主な財源 ○R2年度：　新型コロナウィルス感染症拡大により、文
化祭本展および移動展覧会は中止。代替として小規模な
特別展を令和3年3月にパレット久茂地６階で開催。

県単等 負担 5,231 5,224 5,209 5,142 5,242 4,801

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

○R3年度：

○R2年度：
主な財源 実施方法

R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額

沖縄県芸術文化祭の開催



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 沖縄県芸術文化祭の開催 R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　新型コロナウィルス感染症拡大により、令
和２年１１月に開催予定であった文化祭本展
および移動展覧会は中止となった。
　代替として書道・写真・美術の各部門審査
員と過年度受賞者の作品を展示する特別展
を、令和3年3月に開催するほか、美術鑑賞の
手引きとなる動画の作成・放映とパンフレッ
トの作成・配付を行った。

１回 １回 １回 １回 １回 １回 100.0%

5,242 順調

H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

　例年の本展における展示作品数は５００点
以上であるのに対し、今回の特別展は４７点
にとどまったが、来場者からは大変好評で
あった。

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

令和2年度の取組改善案 反映状況

・来場者の関心を引くようなチラシやパンフレットの内容を検討する等、沖縄県
芸術文化祭を広く周知するため広報の工夫を行う。

・若い世代への認知を高めるため、引き続き県内大学への周知に取り組む。

・特に若い世代と芸術鑑賞になじみのない層にアプローチするため、「沖縄県芸
術文化祭　鑑賞のヒント　『ゆんたくでアートに親しもう』」と題した芸術鑑賞
の手引きとなる動画を作成し、特別展の会場内で放映を行ったほか、沖縄県芸術
文化祭HPでも公開を行った。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・新型コロナウィルス感染症拡大防止に関する取組を徹底した上で、本展等の開催を行えるよう極力努める。

・引き続き、来場者および出品者の関心を引くような広報の方策を検討・実施するなどの工夫を行う。

・若い世代への認知を高めるため、引き続き県内大学への周知に取り組む。

○内部要因 ○外部環境の変化

・新型コロナウィルス感染症により、多人数が集まる展示会などが開催困難と
なっている。

・出品者が高齢化していることが課題になっている。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・コロナ禍の状況においても県民が文化芸術に触れる機会を損なわないよう、展覧会を開催できるようにする。

・若い世代を中心とした、沖縄県芸術文化祭に対し初の出品を行う層にアプローチする施策を継続して行う。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

九州芸術祭事業費

主な取組 九州芸術祭事業費

対応する
主な課題

③子どもたちをはじめ多くの県民が、国内外の優れた文化技術を鑑賞できる機会が十分ではないため、文化創造活動の尊さや芸術の感動を体感でき
る環境づくりが課題である。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 1-(4)-イ 文化の担い手の育成
施 策 ②　創造的芸術文化の発展を担う人材の育成

施策の小項目名 ○文化芸術の鑑賞機会・公演機会の充実

実施主体 県、文化振興会

 担当部課【連絡先】 文化観光スポーツ部文化振興課 【098-866-2768】

　芸術文化の発展を担う人材の育成を図るため、九州芸術祭文学賞として、未発
表の文学作品（小説）の公募を行い、最優秀作を選定する。最優秀作は「文學
界」（文藝春秋）に掲載される。また舞台公演として伝統芸能公演（２カ所）を
行う。

H29 H30 R元 R2 R3

２　取組の状況（Do）

予算事業名

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

県単等 ○R3年度：　文学賞及び舞台公演の実施

予算事業名

主な財源 ○R2年度：　文学賞及び舞台公演の実施

県単等 負担 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,403

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

○R3年度：

○R2年度：
主な財源 実施方法

R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額

文学賞及び舞台公演の実施



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 文学賞及び舞台公演の実施 R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　九州芸術祭文学賞として、未発表の文学作
品（小説）の公募を行い、最優秀作は「文學
界」（文藝春秋）に掲載された。また沖縄県
芸術文化祭舞台部門として宮古島市において
伝統芸能公演を行った。

実施 実施 実施 実施 実施 実施 100.0%

1,350 順調

H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

　九州芸術祭文学賞の応募数が28作品あり、
一定程度、県民の文学に対する意識向上が図
られたと考えられる。また舞台公演は沖縄県
芸術文化祭の舞台部門として伝統芸能公演が
催され、県民への文化創造活動を提供する環
境づくりと文化芸術の鑑賞機会の増加に寄与
したと考えられる。

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

令和2年度の取組改善案 反映状況

・県及びマスコミ等の広報媒体を活用し、広報周知の強化を図る。
・報道機関や市町村、文化協会など関係団体への周知依頼に加え、県のTwitter
による広報を行った。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・県及びマスコミ等の広報媒体を活用し、広報周知の強化を図る。

○内部要因 ○外部環境の変化

- ・応募作品数が横ばい傾向にある。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・応募作品数を増加させるため、応募件数が少ない若年層への広報周知を強化する必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R3年度：

○R2年度：
主な財源 実施方法

R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

県単等
○R3年度：　国立劇場おきなわでの公演数15公演、移動
公演３公演、こども公演６公演、重要無形文化財保持者
公演未定

予算事業名

主な財源 ○R2年度：　（公演実施数）国立劇場おきなわでの公演
数６公演、移動公演４公演、子ども公演６公演、重要無
形文化財保持者公演１公演

県単等 補助 45,410 44,765 45,508 61,730 63,730 56,816

２　取組の状況（Do）

予算事業名 沖縄県文化振興事業等推進費

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県、文化振興会

 担当部課【連絡先】 文化観光スポーツ部文化振興課 【098-866-2768】

　県民及び来県者に伝統芸能の鑑賞機会を提供するとともに若手実演家の育成を
図るため、若手実演家等の公演及び国の重要無形文化財保持者の公演を実施す
る。

H29 H30 R元 R2 R3

13回
公演回数

主な取組 伝統芸能公演への支援

対応する
主な課題

②伝統芸能や伝統工芸の後継者となる伝承者養成は一朝一夕にできるものではなく、長年にわたる技術や技芸の修練と研鑽が必要であり、長期的・
継続的な取組が求められる。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 1-(4)-イ 文化の担い手の育成
施 策 ②　創造的芸術文化の発展を担う人材の育成

施策の小項目名 ○文化芸術の鑑賞機会・公演機会の充実



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和2年度の取組改善案 反映状況

・従来の公演団体によるチケット販売方法も維持しつつ、文化振興会のホーム
ページで、インターネットによるチケット販売を行う。

・従来の公演団体によるチケット販売方法も維持しつつ、文化振興会のホーム
ページで、インターネットによるチケット販売を行い、あらたな客層の開拓を
図った。

　国立劇場おきなわを始め、離島等の公演実
施を通じ、伝統芸能の保有者が活躍できる場
を提供することで、若手実演家の育成が図ら
れた。また、当公演の全体入場者数は1,427人
を記録し、県民が伝統文化に触れる機会を提
供した。
　一方で、新型コロナウィルス感染症の影響
により、28団体中12団体が公演の中止を余儀
なくされ、実施した16公演中５公演が無観客
公演で配信、DVD配布という方法をとった。

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 伝統芸能公演の開催件数 R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　県民及び来県者に伝統芸能の鑑賞機会を提
供するとともに若手実演家の育成を図るた
め、国立劇場おきなわや各市町村と連携しか
りゆし芸能公演を16回、重要無形文化財保持
者等公演を１回、合計17公演実施した。
（コロナ感染拡大防止による中止12公演）

14回 16回 13回 28回 17公演 13公演 100.0%

63,730 順調

H29年度 H30年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・従来の公演団体によるチケット販売方法も維持しつつ、文化振興会のホームページで、インターネットによるチケット販売を行う。

○内部要因 ○外部環境の変化

・チケットの販売は、各公演団体が独自に行っており、団体の規模等により販売
数に差異がある。また、インターネット等によるチケット販売は行っていない。

・イベントのチケット購入については、インターネットによる購入も普及してい
る。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・従来の公演団体による販売は継続しつつ、複数のチケット販売方法を確保し、引き続き、あらたな客層の開拓を図る必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 地域の文化芸術振興事業

対応する
主な課題

③子どもたちをはじめ多くの県民が、国内外の優れた文化技術を鑑賞できる機会が十分ではないため、文化創造活動の尊さや芸術の感動を体感でき
る環境づくりが課題である。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 1-(4)-イ 文化の担い手の育成
施 策 ②　創造的芸術文化の発展を担う人材の育成

施策の小項目名 ○文化芸術の鑑賞機会・公演機会の充実

実施主体 県、国立劇場おきなわ、民間

 担当部課【連絡先】 文化観光スポーツ部文化振興課 【098-866-2768】

　離島・過疎地域の文化芸術舞台公演の鑑賞機会の提供を目的として、実演家に
よる参加・体験型の文化芸術舞台公演を行う団体の市町村等に対し、当該公演に
要する経費を負担する。また、国立劇場おきなわにおける巡回公演及び県外・海
外公演の派遣費用の補助を行う。

H29 H30 R元 R2 R3

4地域で開催 7地域で開催

4団体

２　取組の状況（Do）

予算事業名 地域の文化芸術振興事業

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

県単等 ○R3年度：　離島・北部地域において実演家による参加
型・体験型の文化芸術舞台公演、国立劇場おきなわの巡
回公演及び県外・海外への派遣費用の補助を行う。

予算事業名

主な財源 ○R2年度：　離島・北部地域において実演家による参加
型・体験型の文化芸術舞台公演、国立劇場おきなわの巡
回公演及び県外・海外への派遣費用の補助を行う。

県単等 その他 ― ― ― 1,011 9,758 9,937

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

○R3年度：

○R2年度：
主な財源 実施方法

R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額

離島過疎地域における文化芸術体験機

会の提供

離島北部地域における文化芸術体験機会の提供及び国立劇場おき

なわによる巡回公演

県外・海外公演を行う文化団体への支援



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名
離島・過疎地域における文化芸術体験機会の
提供

R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　離島・過疎地域等における文化芸術舞台公
演の鑑賞機会を提供するため、恩納村・宜野
座村・本部町・伊平屋村・伊是名村の計５ヶ
所で実演家による文化芸術舞台公演もしくは
リモート形式による双方向動画の放映を行っ
た。また、国立劇場おきなわの巡回公演につ
いては本島北部向けに動画収録と放映を行っ
た。

－ － － 6 6 6 100.0%

9,758 順調

H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

　新型コロナウィルス拡大の影響により、事
業内容の変更(公演の実施→双方向動画の放映
など)があったものの、実演家による舞台芸術
の鑑賞機会を離島・本島北部の県民に対し提
供できた。活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

令和2年度の取組改善案 反映状況

・離島北部地域において、国立劇場おきなわで実施している伝統芸能公演を実施
し伝統芸能に興味関心を持つ機会を提供する。

・離島北部の地域住民の参加を促し、文化芸術に広く親しむ機会を提供すること
ができた。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・新型コロナウィルス感染症拡大防止に係る施策を徹底した上で、本島北部および離島部における文化芸術の鑑賞機会を創出する。

・離島北部地域において、国立劇場おきなわで実施している伝統芸能公演を実施し伝統芸能に興味関心を持つ機会を提供する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・補助金額が低く、入場料をとってはいけない等、制度を活用する団体にとっ
て、現状として利用しにくい制度になっている。

・県内の新型コロナウィルス感染症にかかる状況から、集客をともなう公演開催
が困難となっている。

・離島北部地域においては、伝統芸能公演の鑑賞機会が少ない。

・国立劇場まで行かないと伝統芸能公演が鑑賞できない。

・離島北部地域における伝統芸能の担い手が少ないことから、自主的な公演開催
につなげることができない。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・コロナ禍に置いても、本島北部および離島部における文化芸術の鑑賞機会が提供できるよう努める必要がある。

・国立劇場に行かずとも、伝統芸能に興味関心を持つ機会の提供が必要である。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R3年度：

○R2年度：
主な財源 実施方法

R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

― ○R3年度：　引き続き、研究活動継続を希望する卒業生
を共同研究員として受け入れるほか、就業又は起業を促
すカリキュラムの設置などで教育機能を充実させる。

予算事業名

主な財源 ○R2年度：　研究活動継続を希望する卒業生で要件を満
たす28名を、共同研究員として受入れた。学生自ら進路
を設計する等の授業科目を設置し167名が受講した。

― 直接実施 ― ― ― ― ― ―

２　取組の状況（Do）

予算事業名 ―

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県、沖縄県立芸術大学

 担当部課【連絡先】 文化観光スポーツ部文化振興課 【098-866-2768】

　芸術活動の継続を希望しながらも、生計面等の問題に直面している大学院生や
卒業生等に対して支援を行い、芸術家としての自立を促す芸大のインキュベート
機能を強化する。また、在学生の芸術に関連した分野への就業又は起業を促すカ
リキュラムの設置などにより、教育機能を充実していく。

H29 H30 R元 R2 R3

主な取組 沖縄県立芸術大学における研究活動の支援

対応する
主な課題

④幅広い芸術を専門的に学ぶ教育機関である県立芸術大学については、アーツマネジメントなど芸術に関連した分野への就業又は起業を促すカリ
キュラムの設置などにより、教育機能を充実していくことが求められている。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 1-(4)-イ 文化の担い手の育成
施 策 ②　創造的芸術文化の発展を担う人材の育成

施策の小項目名 ○沖縄県立芸術大学の教育機能の充実

芸術家等の養成を目的とした研究活動の支援



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和2年度の取組改善案 反映状況

・引き続き、学生自ら進路をデザインするカリキュラムを設置するほか、就職支
援アドバイザー等を活用し、小さい大学ならではの学生一人ひとりに対してきめ
細かな進路相談等を行う。

・就職支援アドバイザーを活用し、キャリア教育担当教員や外部就職支援機関
（ハローワークや県キャリアセンター等）と連携することで、各学生の就活状況
の情報共有を図り、多角的な観点から学生支援を行った。

　芸術家等の養成を目的とした研究活動の支
援について、研究活動の継続を希望する卒業
生28名を附属研究所共同研究員として受け入
れ、附属研究所教員らと共同研究を実施し
た。
　また、卒業後の進路、職業への興味･関心を
高めることを到達目標とした授業「初年次セ
ミナー」を開設した他、将来芸術家等を志す
学生が自ら進路を設計していく「芸術とキャ
リアデザインⅠ」を開設しており、令和２年
度は167名の学生が受講した。

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 芸術家等の養成を目的とした研究活動の支援 R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　大学院修士課程修了以上の研究業績を有す
る等一定の要件を満たし、研究活動の継続を
希望する卒業生28名を、附属研究所共同研究
員として受入れることで研究活動を支援して
いる。また、職業への興味・関心を高める科
目や、学生が自らの進路を設計する科目を設
置してしており、令和２年度は167名の学生が
受講した。

30名
(卒業生受
入人数)

29名
(卒業生受
入人数)

29名
(卒業生受
入人数)

29名
(卒業生受
入人数)

28名
(卒業生受
入人数)

― 100.0%

0 順調

H29年度 H30年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・引き続き、学生自ら進路をデザインするカリキュラムを設置するほか、就職支援アドバイザー等を活用し、小さい大学ならではの学生一人ひとりに対してきめ細
かな進路相談等を行う。

○内部要因 ○外部環境の変化

・卒業後の進路として、継続して創作活動・演奏活動に取り組むため、アルバイ
トなど「短期就労」を進路として選択する学生も存在する。

・沖縄労働局が発表した令和３年１月末時点での就職内定状況によれば、新規大
卒者の県内での内定率は57.9%で前年同月比2.2ポイント増加したのに対し、県外
就職内定率は62.7%で3.8ポイント減少している。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・県立芸術大学ならではの大らかな環境と文化の中で育まれた、ものづくりに対する真摯な思いとこだわりや豊かでしなやかな感性と創造性が社会の中でもさらに
紡いでいけるよう、一人ひとりが納得度の高いキャリア形成に繋がるよう、きめ細かなサポートを行う必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 沖縄県立芸術大学における教育研究活動の推進

対応する
主な課題

④幅広い芸術を専門的に学ぶ教育機関である県立芸術大学については、アーツマネジメントなど芸術に関連した分野への就業又は起業を促すカリ
キュラムの設置などにより、教育機能を充実していくことが求められている。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 1-(4)-イ 文化の担い手の育成
施 策 ②　創造的芸術文化の発展を担う人材の育成

施策の小項目名 ○沖縄県立芸術大学の教育機能の充実

実施主体 国、日本学術振興会、民間、沖縄県立芸術大学

 担当部課【連絡先】 文化観光スポーツ部文化振興課 【098-866-2768】

　広く教養を培い、深く専門芸術の技術、理論及び歴史を教授研究して、人間性
と芸術的創造力及び応用力を育成し、もって伝統芸術文化と世界の芸術文化の向
上発展に寄与する。

H29 H30 R元 R2 R3

２　取組の状況（Do）

予算事業名 教育研究事業費

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

- ○R3年度：　カリキュラムに沿った授業等の教育活動の
実施、及び教員による研究活動を推進する。

予算事業名

主な財源 ○R2年度：　カリキュラムに沿った授業等の教育活動の
実施、及び教員による研究活動を推進した。

県単等 直接実施 159,576 161,965 157,815 179,066 180,787 -

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

○R3年度：

○R2年度：

― ― ― ― ― ―

主な財源 実施方法
R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額

沖縄県立芸術大学における教育研究活動の推進



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 沖縄県立芸術大学における教育研究活動の推進 R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　沖縄県立芸術大学において、カリキュラム
に沿った授業等の教育活動の実施、及び教員
による研究活動を推進した。令和元年度は124
名（学部94名、大学院30名）の卒業生、修了
生を送り出した。

教育研究
活動の推

進

教育研究
活動の推

進

教育研究
活動の推

進

教育研究
活動の推

進

教育研究
活動の推

進
― 100.0%

180,787 順調

H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

　美術工芸学部では、伝統芸術文化の継承と
創造的芸術の表現を専門的かつ横断的に教授
研究し、優れた芸術家をはじめとする社会的
に活躍できる人材の育成に取り組んだ。
　音楽学部では、音楽・芸能に関する専門的
技能等を教授研究し、音楽・芸能の分野にお
ける知識、技術、表現力及び他者との協働に
より社会に対して汎用化できる能力を備えた
人材の育成に取り組んだ。

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

令和2年度の取組改善案 反映状況

・国の高大接続改革実行プランに基づき、令和２年度に大学入学共通テストを導
入し、大学が個別に行う入学者選抜試験の改革を適切に進める。

・令和２年度より大学入学共通テストを導入した。
　
・新型コロナウィルスの感染拡大に伴い、大学が個別に行う入学者選抜試験を遠
隔で実施した。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・今後も国の高大接続改革実行プランに基づき、大学が個別に行う入学者選抜試験の改革を適切に進める。併せて、新型コロナウィルス等の感染症拡大状況も考慮
しながら入学者選抜試験を実施する。

○内部要因 ○外部環境の変化

―
・国の高大接続改革実行プランと併せて新型コロナウィルス等の感染症拡大に対
応した入学者選抜試験の実施が求められている。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・国の高大接続改革実行プラン、新型コロナウィルスの感染拡大に対応した入学者選抜試験の実施を行ったことから、改善点等を検証する。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R3年度：

○R2年度：

県単等 委託 6,797 ― ― ― ― ― ―

主な財源 実施方法
R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

― ○R3年度：　引き続き求人情報の収集、並びに学生・教
員向けセミナーの実施や学内合同企業説明会を通じて、
就職活動を支援する。

予算事業名 芸大就職キャリア支援事業

主な財源 ○R2年度：　学生教職員及び保護者向けセミナー等を開
催（4回・24名参加）。学内合同企業説明会を開催（1
回・10社参加）。就活ブックの作成。

県単等 委託 ― 6,880 6,888 8,498 6,859 ―

２　取組の状況（Do）

予算事業名 沖縄県立芸術大学就職支援事業

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県、沖縄県立芸術大学

 担当部課【連絡先】 文化観光スポーツ部文化振興課 【098-866-2768】

　県立芸術大学学生が希望・期待する職種・業種の掘り起こしのほか、卒業生が
就職した企業を中心に、隣接・派生する関連企業をターゲットとして就職先企業
の拡大を図り、卒業生の経験談をまとめる、キャリア教育に資する効果的な進路
指導データとして活用する。

H29 H30 R元 R2 R3

主な取組 沖縄県立芸術大学における就職支援

対応する
主な課題

④幅広い芸術を専門的に学ぶ教育機関である県立芸術大学については、アーツマネジメントなど芸術に関連した分野への就業又は起業を促すカリ
キュラムの設置などにより、教育機能を充実していくことが求められている。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 1-(4)-イ 文化の担い手の育成
施 策 ②　創造的芸術文化の発展を担う人材の育成

施策の小項目名 ○沖縄県立芸術大学の教育機能の充実

芸術文化に特化・関連した職種・業種にターゲットを絞った求人開拓



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和2年度の取組改善案 反映状況

・引き続き、大学が設置している就職支援アドバイザーと本事業の就職コーディ
ネーターが連携し、事業を通じて得られた有益な情報を共有する。

・引き続き、学内合同企業説明会は、クリエイティブ系を必要としている県内外
の企業に参加を促すことで、就職先のマッチングが図られる取組に繋げていく。

・就職支援アドバイザーを活用し、キャリア教育担当教員や外部就職支援機関
（ハローワークや県キャリアセンター等）と連携することで、各学生の就活状況
の情報共有を図り、多角的な観点から学生支援を行った。

・合同企業説明会には県内・県外から芸大の特性に合った企業を招へい。前日に
就活ワークショップを開催し、自己分析や自己ＰＲの方法等について支援した。
また、「福祉と芸術」を題材にした講演会を実施した。

　学生の特性にマッチングできる企業を参集
した合同企業説明会は１回実施し、延べ数で
企業10社（県内５社、県外５社）が参集し
た。また、学生、教職員及び保護者向けのセ
ミナー、研修及び講演会等を開催し、参加数
は24名であった。

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名
芸術文化に特化・関連した職種・業種にター
ゲットを絞った求人開拓

R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　令和２年度は、昨年度訪問した企業を中心
に求人情報の収集及び学生の特性PRを実施。
また、学内合同企業説明会を１回開催（10社
参加）。

3301社 100社 40社 60社 10社 10社 100.0%

6,859 順調

H29年度 H30年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・引き続き、大学が設置している就職支援アドバイザーと本事業の就職コーディネーターが連携し、事業を通じて得られた有益な情報を共有する。

・引き続き、学内合同企業説明会は、クリエイティブ系を必要としている県内外の企業に参加を促すことで、就職先のマッチングが図られる取組に繋げていく。

○内部要因 ○外部環境の変化

・県立芸術大学学生が希望する職種は、自らの専門性を活かせるような分野であ
り、一般職・総合職のような求人の多い分野ではないため、選択肢が限られてく
る。

・芸術のプロを目指す学生にとっては、卒業後も技術を向上させていかなければ
ならず、研究活動を継続するため、そもそも就職を考えていないことがある。

・有効求人倍率が前年同月と比べ下回っている。（平成31年1月　1.23倍→令和
２年１月　1.11倍）

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・学生の専門性に見合う企業に関する情報を把握し、学生への周知を行う必要がある。

・学生の希望に添った就職講座の実施、企業の個別説明会を開催する必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）


